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2 消防通信施設の整備

消防施設の整備
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平成30年11月14日施策評価シート

施策の目的

　消防力の適正配置に関わる調査研究の枠組みの中で、署所の統廃合や移転など消防施設の分野について調査研
究を進める。また、消防施設の長寿命化を図るため計画的な整備と維持管理を進めることを目的とする。

施策を取り巻く現
況や市民ニーズ

等

　現在の通信指令センターは、消防組合の設立に伴い管内人口以上に対応可能な高機能指令センターⅢ型を整備し
たことにより、固定電話及び携帯電話から一早く通報場所を特定し、車両位置情報を把握し要請場所から一番近い車
両が出動することで、119番受信から現場到着までの時間短縮を図っている。
　また、災害弱者に対応するWeb119通報システム及びFAX119番を備えるとともに、救急車の要請可否判断を補助する
救急受診ガイド、災害発生時にリアルタイムで情報発信するメール配信システムを活用することで、住民サービスの向
上に努めている。

警防部　通信指令セン
ター 指令管理課

主担当部課名



４．施策の評価

今後の課題

①消防救急無線維持管理事業は、消防救急デジタル無線の耐用年数を見極める必要がある。
②通信指令システム維持管理事業は、高機能指令台が平成31年度に部分更新、平成36年度には全部更新を控えている。全部更新につい
ては、更新の状況を踏まえ通信指令センターの位置や運用方法等の検討が必要である。
③内部情報システム維持管理事業では、情報セキュリティ事故が発生した際に、情報セキュリティポリシーに定められている対策基準や管理
体制の認識が不足している状況にあるので、職員を対象とした情報セキュリティ教育が必要である。

今後の展開

①消防救急無線維持管理事業では、消防救急デジタル無線の耐用年数を他機関を通じて研究していく。
②通信指令システム維持管理事業では、高機能指令台全部更新に向けての課題を克服し、通信指令システムが正常かつ円滑に稼動する
よう取り組む。
③内部情報システム維持管理事業では、職員を対象とした情報セキュリティ研修を実施し、情報セキュリティに対する意識の啓発を図るととも
に、情報セキュリティポリシーの内容を認識し遵守させる。

指標の分析

　平成29年度の通信指令機器は、通信指令システム整備計画どおり更新されている。

①消防救急無線維持管理事業では、消防救急無線設備を正常かつ円滑に稼動ができるよう保守管理し、保守業務委託することにより設備
の停止等のトラブルもなく運用できた。また、無線機器の整備及び更新を行い、通信体制の充実を図った。
②通信指令システム維持管理事業では、通信指令システム更新計画に基づき、耐用年数に応じた機器の更新をした。また、通信指令システ
ムを保守業務委託することにより、適切な維持管理ができた。
③内部情報システム維持管理事業では、事務系ネットワークシステム更新にあたり、情報セキュリティを強化するための対策として、メールの
無害化及びメール添付ファイルの検疫機能を導入し、情報セキュリティ無事故100％を達成した。また、総合情報ネットワーク（LGWAN）とイン
ターネットの分離を行い、総務省より発出された「自治体情報セキュリティ緊急強化対策に係る留意事項について」に則したネットワーク構成
ができた。

これまでの主な取組と成果



５．構成事務事業の評価
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構成事務事業の
適当性

　消防通信施設の整備に向けた消防救急無線の整備と消防通信機器の整備を具現化するための各事務事業の取り組み
は着実にその成果が表れている。また、内部情報システムについても、指標としている情報セキュリティ無事故達成率を維
持する取組がされており、構成事務事業の適応性は高いものと評価する。
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